
事 業 名 きょうと未来っ子いきいき支援計画策定費

予 算 額 2, 000 千円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

期
引
明

的．対勝
の

に
降

ｒ

趣   旨

急速に進む少子化に適切に対応し、次代を担う子ども達が

夢を持てる社会を実現するため、「子育て 。子育ち対策」を

総合的かつ効果的に推進する必要があることから、新たに子

どもの育ちの確保を主眼とする施策展開を根底に置き 「子ど

もの自立力の育成」、「地域の子育て力の再生」、「家庭の子育

て力の向上」、「仕事と家庭の両立」を4 つの柱とする計画を

策定する。

事業内容

1 【計画策定に当たっての基本的な視点】
①子どもの視点

②次代の親づくりという視点

③サービス利用者の視点

④社会全体による支援の視点
⑤すべての子どもと家庭への支援の視点

⑥地域における社会資源の効果的な活用の視点
⑦サービスの質の視点

③地域特性の視点

2 【計画策定の手続き】
サービスの量的・質的なニーズを把握するため、ニーズ調査
をもとに分析するとともに、説明会の開催等により住民の意
見を反映させ、策定した結果を公表する。

3 【計画に掲げる事項】

①次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標

②実施しようとする次世代育成支援対策の内容及び実施時期

③次世代育成支援対策を実施する市町村を支援するための措

置の内容及びその実施時期

事業主体 京 都 府

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課・係 電話番号 075-414-4582

平 成 ■ 6 年 度 当 初 予 と鶏二革寵 主 :妻準嘉 項 :訪ユ軍月

中飛領垂報嘉拍止音「

共通- 3 6 - ①



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

事  業  名 青少年すこやか支援地域ネットワーク事業費

予  算  額 6 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新 規

容

司
―
―
―

ゴ

鞠

　

帥

中

舜

事

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ

趣 ヒ
日

非行等の問題を抱える青少年の多くは、一般に規範意識や道徳心が

乏しく、社会との関係が希薄で自己の存在意義が見いだせない場合が

多い。そうした青少年に立ち直る機会を提供するため、地域の青少年

団体等と連携 ・協力し、継続的活動の場をつくるモデル事業を実施す

る。

事業概要

目項 容内

地域ネットワーク

推進会議の運営

・関係行政機関 ,団体が連携して対応できる

よう推進会議を設置 ・運営
・青少年を受け入れる活動団体を開拓

体験活動コーディ
ネーターの設置

・受け入れ団体との調整と青少年の継続的参

加を支援する体験活動コーディネーターを

設置

保護者ネットワー

クの構築

フォーラムやセミナー開催を通して、保護

者のネットワーク構築を支援

担当課 ・係名 青少年課 企画係 課 係 電話番号 075-414-4301

共通- 3 6 - ②



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

事  業  名 ゆ め 体 験 ネ ッ ト推 進 事 業 費

予  算  額 3 2 , 6 3 1 千円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

目  的

対  象

方 法 等

1 目 的

完全学校週 5 日制の実施など、教育を取 り巻く環境が変化する中、まなび教育推進プラ

ンを踏まえ、府内市町村や関係団体と連携 しながら、豊かな心を持ち、たくましく生きる

子どもたちの育成を推進する。

2  内 容                                 (単位 :千円)

事 業 区 分 内 容 事業費

京

都

府

の

事

業

地域教育力 ・体験活動

推進協議会の設置

○ポランティア団体、社会教育関係者、学校

関係者等の協議 ・連絡調整

1,000

奉仕活動 ・体験活動

情報センターの設置

○ポランティアコーディネーターの配置

○広域的な体験活動 ・ボランティア活動の情

報収集 ・提供 (ホームページ等を活用)

○コーディネート・相談

8,631

市

町

村

の

事

業

京のわくわく体験推進

事業

○障害のある子どもも参加できる体験活動

附 |:香香量潜基畳茎東≧霊)

9,000

体験活動等情報センター

の設置

○体験活動 ・ボランティア活動の情報収集 ・

提供

○コーディネート・相談

14 000

計 32,631

担当課 ・係名 社会教育課 振興係 課 ・係 電話番号 075-414-5883

共通- 3 6 - ③



教育委員会

事  業  名
< 人の健康>

心のサポー ト推進事業費

予  算  額 2 0 3 , 6 1 4 千円 新規 ・継続の別

新 規

継 続

容
　
　
ｎ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ジ

内
　
　
的
　
象
　
等

業
　
　
　
　
　
　
法

事
　
　
偽
ド
‐対ぽ
‐・じ

°
目 的
いじめ、不登校等の問題行動や少年による凶悪犯罪の発生などが大きな社会問題と

なっている昨今、学校及び家庭における児童生徒や保護者の心の相談に対応する総合
的なサポー ト体制 (相談体制) を充実させ、問題行動等の未然防止や早期解決を図る。

事
区 分 事  業  名 対  象 容内 事業費

学校に
おける
相談活
動

スクールカウン
セラーの配置

児童生徒
保護者

教職員

臨床心理士等によるカウンセリング
教職員 ・保護者への助言 ・援助
中学校 6 4 校、高等学校 1 2 校
(国庫補助事業)

144,400

心のふれあい相
議員等配置事業

児 童
保護者
教職員

○心のふれあい相談員
○子どもと親の相談員 (国委託事業)

児童が身近に感じる若い世代等を小学校に
配置し、悩み相談、話し相手、地域の情報収
集、地域と学校の連携、学校の教育活動支援
小学校 3 5 校 (京都市立含む)

17,000

学 校 外
に お け
る教育
支援

トータルア ドバ

イスセンター教
育相談事業

児夏隻従
保護者
教職員等

橋押科低、順床心理専門家などの教育相談
電話 ・来所 ・巡回による教育相談
家庭教育カウンセラーの巡回相談
教育相談セミナー、教育相談実技講座等
スーパーバイザーの委嘱

14,214

スクとリンク
・・サポート・

ネットワーク整備事業

,児童生徒
・保 護 者

不登校児童生徒の早期発見、早期対応などき
め細かな支援を行うため、不登校対策に関す
る中核的機能 【スクーリカ

・・サポートセンタ→を充実
(国委託事業)

17,300

生徒指導総合連
携推進事業

校学

保 護 者
地域住民等

家庭 ・学校 ・地域社会等が一体となって、各
地域が抱える生徒指導上の諸問題に係る調査
研究及びその成果を踏まえた実践的な取組
(国委嘱事業)

1,000

サTs
‐―トテーム尋事封巴栞琵

支援以テムづ く り
推進菫差

・学   校
・教育委員会

筆

学校 ・教育委員会 ・関係機関からなるサポー

トチームの組織化など、地域における支援シ
ステムづくりの研究 (国委嘱事業)

4,200

ふれあい宿泊学
習

・児童生徒
・保護者

南山城 ・るり渓少年自然の家を活用した不登
校傾向にある児童生徒に対する宿泊体験活動
等の実施

3,000

ト
ク

の

ツ

一
能
実

ネ

ワ
機
充

不登校に関する
ネットワーク推
進菫叢 【新規】

・教職員
・民間施設

不登校児童生徒の学校復帰を支援するため、
民間施設を含む不登校への対応についての協
議農関を設置

1,000

教育相談ネット
ワーク事業

・各相談員
・適応指導教
室関係者

教育支援センター、心のふれあい相談員等の

各連絡協議会を開催 し市町村等 との連携、成
果波及

1,500

計 203,614

担当課 ・係名
係
係
係

第
第
興

導
導

指
指
振

課
課
課

育
育
育

教
教
教

校
校
会

学
高
社

課 ・係 電話番号

075-414-5840
075-414-5851
075-414-5883

平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

共通- 3 6 - ④



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

事 業 名 「いただきます。地元産」プラン推進事業費

予 算 額 9 , 5 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新 規

事 業 内 容

目   的

対   
~
象

方 法 等

1 趣   旨

>  安全 ・新鮮でおいしいプラン ド京野菜等地元農産物の学校給食等への利用の推進

>  学校給食、体験学習を通 じて子ども達の地元農産物や農業 ・農村に対する関心を高め、食
文化や食生活への理解を深める。

2  内   容

tl) 京都府段階の協議会の設置

名業事 容内業事 事 業 費

Ｊ
△
〓

産
議断軸

い
ラ
置

Ｆ
プ
設

府内全域において、プラン ド京野菜等地元
野菜を利用 した学校給食の実施に向けた取組
が推進されるよう、食材供給にかかるバ リア
を解消するため、府段階において協議会を設

置する。

千 円
5 0 0

(2〕京野菜等地元野菜を利用 した学校給食のモデル実施に対する取組支援

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

食給
業

菜
事

野
ル

一死
デ

地
モ

等
施

菜
実

野
Ｊ

一泉
日

Ｆ
の

市町村が選定した、モデル校における地元
野菜を利用した学校給食の実施に向けた取組
に対して支援する。

千 円
2 , 0 0 0

t3) 食文化 ・食生活への理解促進

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

農と食のふれあい支援事業 地元の農場や農産加工場等において、農業
に関わる見学会、体験学習を市町村の協力を
得ながら府が実施する|

千 円
2 , 0 0 0

(41 地元産米利用促進の取組

3  事業実施期間  平成 1 6 年度～ 1 8 年度 t3 年間〕

事 業 名 事 業 内 容 事 業 費

地元産 米の利 用推 進 事業 市町村が学校給食に地元産米を利用する
際、その使用量に応 じて助成する。

千 円
5 , 0 0 0

担 当 課

・ 係 名
農産流通課 食 糧 係

課 ・ 係 直 通

電 話 番 号
0 7 5 - 4 1 4 - 4 9 5 9

共通- 3 6 - ⑤



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

事  業  名 養護学校 ・地域等連携推進事業

予  算  額 1 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

目  的

対  象

方 法 等

1 目 的

地域の様々な資源と連携を取りながら、障害のある児童生徒や保護者

及び通常の小 ・中学校教員に対する相談と支援を行うとともに、障害の

ある子どもが地域において豊かに生活できるようサポートし、自立と社

会参加の促進に資する。

事業概要

事  項 明説

実 施 校 通学制養護学校4 校で実施

(桃山 ・与謝の海+ 2 校)

実施内容

専門家チームに

よる支援

養護学校の校区内を対象に、福祉、医療、

教育が連携 して、小中学校等に通う障害

のある児童生徒、その保護者及び小中学

校担任等に対する教育相談を実施

担当課 ・係名 障害児教育課 指 導 推 進 係 課 ・係 電話番号 1 075二414-5835

共通- 3 6 - ⑥



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 エ イ ズ 。 性 感 染 症 等 対 策 事 業 費

予 算 額 3 , 0 0 0  千 円 新規 ・継続の別 新  規

容
　
一‐

明
矧
引
判
ゴ

鞠
　
　
　
　
　
法

事
　
一‐
博
臨
ド
防
」

1  趣   旨

2 0 代 。3 0 代を中心とした性的接触による H i V 感染な どが急増

している状況のもと、感染を防止するため、 2 0 代の動労者をは じめ、

専門学校生、大学生、高校生等をターゲ ッ トにした住民参加型啓発事

業等を N P O との連携によ り実施する。  
~

2  事業概要

項 目 内 容

参 加 型 研 修 会 の 実 施

エイズ、性感染症に関する正 しい知識の普

及 ・啓発を図るため、参加型研修会 (ワー

クショップ) を、 N P O のノウハウを活用

して実施。

専門的研修への職員派遣

将来的に府独 自で上記参加型研修会が行え

るよ う、研修会実施 と並行 してマンパ ワニ

を育成

正 し い 知 識 の 啓 発

性の問題や生命の尊厳 に関する正 しい知識

の普及 ・啓発 (バ ンフレッ ト配布、ホT ム

ベージ等を活用 した啓発)

担当課 ・係名 健 康 対 策 課   感染症係 課 ・係 電話番号 075-414-4734

共通- 3 6 - ⑦



平 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

保 健 福 祉 部

事 業 名 地 域 子 育 て 支 援 セ ン タ ー 事 業 費

予 算 額 156,047 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

ゴ
掛
割
粗

的．対
肪
切

に
旧
ほ
歴

趣  旨

子育て支援対策の一環として、地域の子育てネットワーク

の中核となる地域子育て支援センターを保育所等に併設する

ことにより、地域全体で子育てを支援する体制づくりを推進

する。

実施主体 市 町 村

予定箇所 4 0箇所 (①3 3箇所)

負担割合 国 1 / 3 、 府  1 / 3 、 市町村 1 / 3

備  考 国の新エンゼルプラン関連事業

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課・係 電話番号 075-414-4582

共通- 3 6 二③



平 成 1  6 年 度 三当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

保 健 福 t■L 音F

事 業 名 京の子育てネ ッ トワーク支援事業費

予 算 額 5, 000  千 円 新規 ・継続の別 新規

事 業 内 容

嗣
剰
刊

陥
輝
暫

1 趣  旨

家庭の子育て力が低下している中、子育て支援N P O やサークルなど子育て

関係団体等で構成する、「京の子育てネットワーク」を構築し、情報の交換 ・

発信 ・連携による子育て家庭への支援強化を図る。

2 事業概要

区  分 容内業事 予 算 額

京の子育てネ
ットワーク支援

卜子育て家庭を支援するため、子育て関係団

体等のネ ッ トワーク化と子育て情報の交換

・発信 ・連携等

< 内 容>

○ネットワーク会議の設置 ・運営
○子育て情報の交換 ・発信 ・連携 等

< 関係団体等>

府、市町村、地域子育て支援センター、ファミ

リーサポートセンター、保育所、幼稚園、学校、

子育て支援N P O ・サークル 等

千円

1 , 0 0 0

地域子育てネ

ットワーク支

援事業
(子育て N P O

等を分 した子育

て 家 庭 へ の 支

援)

> 地域子育てネ ッ トワーク支援に向けた事業

の実施

(各種子育て支援サービス紹介、講演会、他部局イベ

ントヘの参画等)

> 子育て支援 N P O ・サークル等を紹介 した

リーフレッ ト、ホームベージの作成

> 子育て家庭等へ 『家族の心のふれあい便 り

副読本」及び リーフレッ ト等の配布

4 , 0 0 0

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課・係 電話番号 075-414-4582

共通- 3 6 - ③



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

律詮椴韮打嘉鞠止音F

事 業 名 児 童 虐 待 防 止 対 策 推 進 事 業 費

予 算 額 18,800 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

劇
引
坦

的．対肪
の

に
標
ｒ

1 趣  旨

急増する児童虐待に適切に対応するため、虐待の予防、潜在事例の発見
・通報、再発防止等の対応強化を図る。

2 事 業 概 要

分区 容内業事

京都府虐待防止ネット

ワーク事業

京都府虐待防止ネットワーク会議の運営及び

児童虐待防止法の改正 t今春予定〕を契機とした

児童虐待防止のための普及啓発等

市町村ネットワーク

運営助成

市町村虐待防止協議会 (仮称) の設置、運営
に対する助成 (① 新規5市町 継続3市町)

児童虐待対応協力員

配置

府内全児童相談所に対応協力員を配置し革体

制を強化

保護者カウンセ リング

事業

宇治児童相談所に精神科医を配置し、保護者

に対するカウンセリングを実施

身体 ・心理発達クリニ

ツク

乳幼児健診等で心身に異常の疑いがあるとさ

れた乳幼児に対する専門医等による二次的健診

子育てサポート 乳幼児健診未受診家庭等を対象に、心理カウ

ンセラー等による訪問指導や精神科医による相

談指導を実施

親子グループ指導 未熟児等養育上課題のある児を持つ家庭を対

象に、保健師等による集団指導を実施

担当課 白係名 児童保健福祉課 母子保健係 課・係 電話番号 075-414-4727

共通- 3 6 - ①



平 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 モ辛 「_ 事 項 説 明

保 健 福 t■L 部

事 業 名 子 育 て バ リア フ リー化 推 進 事 業 費

予 算 額 3, 250 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

ゴ
割
割
粗

的．対
肪
の

に
旧
に
ビ

趣  旨

少子化が急速に進行し、家庭及び地域を取り巻く環境が変

化する中で、すべての子育て家庭における児童の養育を支援

し、子育てしやすい環境の整備を図るため、市町村における

地域の子育て支援体制の整備、充実を図り、その取組を強化

する。

事業内容

Ｏ

　

①

子育てバリアフリー基本計画策定

子育てバリアフリーマップ作成

実施主体 市 町 村

負担割合 国 1 / 2 、市町村 1 / 2

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課・係 電話番号 075-414-4582

共通- 3 6 - ①



平成16年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 小 児 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業 費

予 算 額 6 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 新  規

1 趣  旨

子供の急な発熱やけが等 に対する親の不安を解消するとともに、

現状の夜間等における小児救急医療提供体制の充実 ・強化を図るため、

小児科専門医による電話相談を実施する。

2  事業概要

事 業 内 容

□体  制  小児科専門医による当番制

□相談時間  毎夜間 (準夜帯)

□実施方法  固定電話番号から当番医の携帯電話

に転送

実 施 方 法 京都府医師会へ委託

担当課 ・係名 医療 ・国保課  地域医療係 課 ・係 電話番号 075-4 14-4744

共通- 3 6 - ⑫



平 成 ■ 6 年 度 華 岳初 予 算 案 手 要 事 コ頃 説 明

保 健 福 t■L 部

事 業 名 こ ど も の 健 康 相 談 支 援 事 業 費

予 算 額 2, 000 千円 新規 ・継続の別 新規

事
　
　
Ｆ胎
に
ド
防
」

業 争
　
　
「
酬
掛
判
判
ョ

法

趣   旨

ア トピーや喘息などアレルギー性疾患に関する不正確な情

報が錯綜し、患者 (児)や家族の不安と混乱を招いていること

から、府内の医療機関の実態調査を行い、患者 t児〕や家族に

対して的確な情報提供を行うとともに、保育所や学校など関

係機関の職員が罹患患者 t児)及び家族に対し、適切な指導 ・

ア ドバイスが行えるよう「指導 ・相談の手引き」を作成する。

事業内容

府内医療機関における実態調査

調査内容

府内医療機関におけるア トピー、喘息などのアレルギ
ー性疾患の検査や治療内容、専門外来の有無、担当医等

情報提供内容

府及び医師会のホームベージや広報誌等に掲載

「指導 ・相談の手引き」の作成

掲載事項
・ アレルギー性疾患に関する基礎知識
・ 各疾患ごとの症状とその対処方法
・ 日常生活における予防対策
・ メンタルヘルスケアの手法
。 その他 (相談機関等の情報)

配 布 先

保育所、幼稚園、学校、事業所等

０
こ

０
こ

事業主体 京都府 (京都府医師会へ委託)

担当課 ・係名 児童保健福祉課 母子保健係 課・係 電話番号 075-414-4727

共通- 3 6 - ①



事 業 名 不 妊 治 療 給 付 事 業 助 成 費

予 算 額 60, 000 千円 新規 ・継続の別 継続・新規

事 業 内 容

嗣
封
刊

亀
脚
暫

1 趣  旨

不妊治療を受けている夫婦に対して、その不妊治療に要する費用の一部を

助成することにより、経済的負担の軽減を図る。

2  事業内容

項   目 府単独制度 国 制 度

実施年度 ⊂) 一― (継続実施) ⊆D ―― (新規実施)

対象治療

一 般 治 療

齢響藍贅裂〒藩警穆震林基〕
精

精

受

授

外

微

体

顕

保険適用 ○ Ｘ

対 象 者 府内に 1 年以上居住する夫婦 配偶者 (居住年数要件はなし)

給付内容 医療保険被保険者負担額の1/2

(年額 3 万円を限度〕

対象治療に要する自己負担額

(年額 1 0 万円を限度)

助成回数 制限なし 年 1 回、通算 2 回

所得制限 な し ―    あり
65研円(夫婦合算の給与ベース〕

医療機関 指定な し 基準に適合する医療機関を指定

実施主体 市 町 村 京 都 府

負担割合 府 ・市町村 各 1 / 2

(府 :45/100、京都市:55/100)

国 ・府 各 1 / 2

(京都市は国が直接助成のため除く)

担当課 ・係名 児童保健福祉課 母子保健係 課・係 電話番号 075-414-4727

平 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

停ミ領襲打嘉拍止音「

共通- 3 6 二①



半 J成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 キ 要 事 項 説 明

停詮伯塾報嘉t■L 音「

事 業 名 1家族の心のふれあい便 り事業費

予 算 額 4, 000 千円 新規 ・継続の別
続継 ―部新規

事 業 内 容

ゴ
劉

耐
□

的．対
肪
の

に

据

ほ

ビ

趣  旨

親子、兄弟など家族相互の心に伝える手紙やメールを広く

募集し、優秀な作品について表彰等を行うことで家族の絆を

深める機会を創出する。

事業内容

① 「家族の心のふれあい便り」を募集

○優秀作品を選定し、「家族ふれあい大賞」として表彰

○優秀作品について作品集を作成

○副読本を作成し、子育て家庭等に配布 (新規)

事 業 費 4 , 0 0 0 千円

備  考 実施にあたつては教育委員会等と連携

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課・係 電話番号 075-414-4582

共通- 3 6 - ①



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 乳幼児医療給付事業助成費

予 算 額 1 , 1 6 5 , 9 4 4 千 円 新規 ・継続の 継 続

容内

法

撃
目  的

次代を担う乳幼児の健康の保持 ・増進と健や
かな成長を図るとともに、子どもを生み育てや
すい環境をよリー層促進し、乳幼児の健康面で
の保護者の不安や悩みの軽減を図るため、市町
村が実施する乳幼児医療給付事業に対して助成
する。

制   度 府 制 度

対象者等

入

　

院

就学前まで

【一部負担金】
l ヶ月 1 医療機関 2 0 0 円

外

来

歳

満

３

未

【一部負担金】
l ヶ月 1 医療機関 2 0 0 円

3 歳以

上就学

前まで

【助成基準額】

幼児一人につき、医療機関窓口での自

己負担金が l ヶ月8,000円を超えた額

を、償還払いにより助成

(複数の医療機関等に受診した場合は、

合算して l ヶ月8,000円を超えた額)

所得制限 な し

担当課 ・係名 高 齢 化 対 策 課  医 療 係 課・係 電話番号 4 5 7 6

共通- 3 6 - ①



半 成 1  6 年 度 当 初 予 算 案 手 要 事 項 説 明

停飛領韮報嘉t■L 音「

事 業 名 児 童 手 当 支 給 事 業 費

予 算 額 1, 523, 004 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

詞
封
刊法

に
‐対
Ｆ

◆ 児童手当の充実

く参 考〉

[支給対象延児童数] 〔①見込/ 単位 人

根 拠 児童手当法

目 的

①

②

③

家庭における生活の安定

児童の健全な育成 ・資質の向上

児童を養育する家庭への育児支援

支 給 要 件

①

②

③

小学校第3 学年修了前の児童を養育する者 t① 4 月～)

日本に住所を有する者

前年の所得が一定未満であること

手 当 月 額

(児童1人あたり)

第 1 子・第 2 子

第 3 子以降

5 , 0 0 0 円

0 , 0 0 0 円

支1給‐対象

年齢弓!上げ

0歳|～ 小学校第0学年修了まで■|

(⑤就学前|→‐小学‐3‐年生修了まで)

実 施 時 期 平成■‐6 年 4 月～

区  分 0歳～3歳未満 3 歳―謝教育就学前 小学1年―小学3年修7 計

級 用 者 362,607 491,110 409,258 1,262,975

非 被 用 者 193,200 224,963 187,469 605,632

計 555,807 716,073 596,727 1,868,607

担当課 ・係名 児童保健福祉課 家庭福祉係 課 ・係 電話番号 075二414-4585

共通- 3 6 - ①



平 成 1 6 年 度 当初 予 算 案 主 要 事 項 説 明
総 務 部

事 業 名 私   学   振   興   補   助   金

予 算 額 1 9 , 7 0 4 , 3 0 5  千 円 新 規 ・継続 の別 率陛  率売

毅事　
一‐
「ぽ
脚
陽
Ｌ

私 立学校 が京都府 の学校教 育 にお いて重要な役 割 を果 た して いる こ

とか ら、私 立学校 の教 育条件 の維持 ・向上 、保 護者 の教 育 費負担 の軽

減等 を図 るた め 、総 額 1 9 7 億 4 3 1 万 円を計上 した。

これ は、前年度 当初 予算 額 と比較 して 5 億 1 , 3 1 6 万 円、率 に し

て 2 . 6 7 % の増 とな る。

2  本年度 の特 色

( 1 ) 私 学 運 営 費 補 助 金 の 充 実 (高 等 学 校 )

2 1 世紀 の京都府 私 立高等 学校 の在 り方懇 談会 の提 書 を踏 まえ 、私

学振興補 助 金 を次の 3 つの柱 に再編 す る とともに、配 分方法 の見 直 し

や メニ ューの創 設 ・拡 充 を 図 る こと によ り、各 学校 の 改 革 への取組 を

支援 す る。

①教育改革推進支援
②経営改革推進
③俸学支援

( 2 ) 預 か り俣 育 推 進 補 助 の 拡 充 (幼 稚 園 )

少子化 の進 行 に伴 い、子 育 て支援 は 「働 く女性 中心」 か ら 「すべ て

の親 世代 に対 す る」 支援 への転 換 が 求 め られ て お り、幼 稚 国の機 能 を

活用 した子 育 て支援事 業の 一 環 と して 、保 護者 の 多様 な ニ ーズ ヘの対

応 や父親 の 子育 て参加 を推 進 す るた め 、現行 の 「預 か り保 育推 進 事

業 J を拡 充 す る。

3  予算 の 内訳

区 分 予 算 額 (千 円)

高 等 学 校 運 営 費 補 助 等 1 0 , 6 7 2 , 8 7 8

中 学 校 運 営 費 補 助 2 , 3 8 6 , 9 3 4

小 学 校 運 営 費 補 助 8 2 4 , 4 7 3

幼 稚 園 運 営 費 補 助 等 5 , 1 2 5 , 3 6 4

専修 ・各種学校教育振興補助等 8 5 , 4 2 9

私 学 関 係 団 体 等 補 助 6 0 9 , 2 2 7

計 1 9 , 7 0 4 , 3 0 5

要概

担当課・係名 文 教 課  助 成 係 課 ・係電 話番 号 414-45 17

共通- 3 6 - ①



容内実充な主

私 学 運 営 費 補 助 金 の 充 実 (高 等 学 校 )

(1) 教 育 改 革 推 進 支 援

◇ 特 色 教 育 推 進 補 助 の メ ニ ュ ー の 充 実 (予 算 額 520, 0 0 0千 円 )

・教 育 の 個 性 化 ・多様 化 の 推 進 分

(外 国 人 ・社 会 人 教 員 の 採 用 、 教 員 研 修 の 充 実 等 )

・就 業 支 援 分 ( r私のしごと館」活用事業、専任教職員の配置等)

・中 退 対 策 分 (専 任 教 職 員 の 配 置 、 研 修 会 の 開 催 等 )   等

(2) 経 営 改 革 推 進

(予 算 額 100, 0 0 0千 円 )◇ 授 業 料 減 免 補 助 の 充 実

(予 算 額  22, 0 0 0千 円 )◇ 授 業 料 減 免 割 の 創 設

・経 常 費 補 助 金 の 配 分 方 法 を 見 直 し、 学 校 負 担 分 の 1 / 2 を

授 業 料 減 免 割 と して 交 付

2  預 か り俣 育 推 進 補 助 の 拡 充 (幼 稚 園 )

◇ 特 定 預 か り保 育 推 進 事 業       (予 算 額  7, 8 0 0千 円 )

・保 護 者 の 特 別 の ニ ー ズ に対 応 し、 現 行 の 預 か り保 育 時 間

( 4 時 間 ) を 超 え る 部 分 (早 朝 ・夜 間 ) に つ い て 、 新 た に補

助 対 象 と す る 。

◇ コ ンサ ル タ ン ト診 断 支 援 の 創 設

◇ 私 立 高 校 経 営 改 革 支 援 事 業 の 充 実

。各 校 の 経 営 改 革 の 具 体 化 へ 向

す る 支 援 。

(3) 俸 学 支 援

◇休 業 日預 か り保 育 推 進 事 業
・土 日や 夏休 み 等 の体 業 期

応 して 預 か り保 育 を実施 す

とす る。

( 60 0千 円 / 1 校 当 た り)

(予 算 額 2, 0 0 0千 円 )

け て の 調 査 研 究 相 談 活 動 に対

(予 算 額  2 1, 3 6 0千 円 )

間 に 、 保 護 者 の 特 別 の ニ ー ズ に対

る 場 合 につ い て 、 新 た に補 助 対 象

共通 - 3 6 - ①の 1



事 業 名 乳 児 保 育 促 進 事 業 費

予 算 額 107,499 千円 新規 ・継続の別 継 続

容
　
　
「
瑚
獄
判
判
ョ

紳　　　　　　法

事

　

　

Ｆ
悔
』
ド
防
」

趣 」
日

子育て支援対策の一環として、乳児保育のための保育士

を安定的に確保し、子育てと仕事の両立支援を推進する。

事 業 概 要
・事業内容 保育士の加配

・補助基準 2 , 2 8 7 千円/ 年 ・1 箇所

実 施 主 体 市 町 村

区 分 国 制 度 府単独制度

補 助 要 件

当該年度 4 月に乳児 7 人

以上入所 又は 前年度 3

月から当該年度 4 月にかけ

て乳児 7 人以上減少

※3 人→7人以上に要件変更

当該年度 4 月に乳児 3 人以

上入所 又は 前年度 3 月か

ら当該年度 4 月にかけて乳児

3 人以上減少

対

象

保

育

所

民  間 3 5 箇所 1 0 箇所

公  立 (補助対象外) 6 1 箇所

小 計 3 5 宙所 7 1 箇所

事 業 費 5 3 , 3 6 8 千円 5 4 , 1 3 1 千円

担当課 ・係名 児童保健福祉課 児童育成係 課 ・係 電話番号 075-414-4582

引「月蛇 ■ 6 空F 痕章寛江者F ガ守 圭当 宅刀哺「夢手ゴE 要妻革巨珂真司花円月 妻義券斗

保 健 福 祉 音「
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平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

【人 ・社会 ・自然の健康増進】< 人の健康>          
!
         河守距R 身普権助 音F

事 業 名 仕 事 と家 庭 の 両 立 支 援 状 況 調 査 費

予 算 額 1 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新 規

事業内容
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―

―
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方

ｒ
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ｌ
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1 趣 旨
京都府内に所在する事業所における 「仕事と家庭の両立支援」の状況を明

らかにすることによつて府民の意識啓発を図るとともに、次世代育成支援対
策推進法に基づく 「事業主行動計画」の策定支援及び 「京都府行動計画」策
定の参考資料として活用する。

2 事業内容

① 調査時期
平成1 6 年6 月頃 (中間集計9 月頃)

② 調査対象
■定の方法で抽出された京都府内の従業員規模 1 0 人以上の民間事業所
約2 , 5 0 0 事業所

③ 調査事項

○育児 ・介護体業制度に関する事項
規定の有無、対象労働者 (子の年齢、パー トタイム労働者) 、体業中 ・休業後の労働

条件の取扱い、取得状況、復職状況、雇用管理 (代替要員等)

①働きながら子の養育を行う労働者に対する援助に関する事項
勤務時間短縮等の措置 (制度の有無、制度の内容、制度の利用者) 、看護体暇 (制度

の有無、制度の内容、取得状況)

①その他

④ 調査方法
郵送による自計式調査。調査結果は公表する。

担当課 ・係名 労 課  労働教育係政

課 ・係

直通電話番号 0 7 5 - 4 1 4 - 5 0 8 5
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